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論文 繰り返し荷重を受ける RC 部材への非局所構成則の適用 
 

諏訪 俊輔*1・權 庸吉*2・中村 光*3・国枝 稔*4 

 

要旨： RC 部材のファイバーモデル解析に，空間平均化された非局所ひずみを定義して非局

所構成則を適用した解析を行った。繰り返し荷重を受ける RC 部材への適用性について検討

した結果，要素寸法に依存しない変位ならびにひずみが得られるとともに，実験で観察され

る局所化領域を妥当に再現できることが明らかになった。また，局所理論解析により要素寸

法依存性が発生している場合では，既往の等価塑性ヒンジ長で平均化することで局所化性状

を妥当に評価できる可能性を示した。 

キーワード：非局所構成則，特性長さ，等価塑性ヒンジ長，ファイバーモデル  

 

1. はじめに 

離散化手法である有限要素解析にひずみ軟化

材料を適用した場合，変位ならびにひずみが要

素寸法に依存する問題が発生することが知られ

ている。この問題を改善するひとつの手法とし

て，破壊エネルギーを考慮した応力ひずみ関係

を用いることが提案されており，これにより変

位の要素寸法依存性を低減することができる。

しかしながら，ひずみの要素寸法依存性は依然

として発生してしまうことから，著者らは，非

局所構成則をファイバーモデルに適用して Push 

over 解析を行い，ポストピーク領域の挙動評価

の可能性について検討し，一定の知見を得た。1) 

本研究では，ポストピーク挙動の評価につい

てさらなる検討を行うため，非局所構成則を繰

り返し解析に適用して，損傷度の評価指標に用

いることができると考えられる変位やひずみ，

曲率の局所化性状評価の可能性について検討し

た。また，通常用いられている局所量に基づく

解析(以後，局所理論解析)結果による局所化性状

評価の可能性についても検討した。 

 

2. 積分型非局所損傷理論 

 一般に用いられている局所理論においては，

局所応力は局所点の力学的情報によって規定さ

れている。それに対し，非局所理論は，局所応

力が局所点だけでなく周囲の点の力学的情報に

も依存することが特徴である。本研究では積分

型非局所損傷理論を用いて非局所構成則に用い

る非局所ひずみε  nonlocalを式(1)に従って求めた。 

ηηεηε dxWx localLnonlocal )(),()( ∫=  

ここで，ηは平均化する領域内での座標，L は平

均化領域で，平均化する領域が解析領域内の場

合は *l となる。 *l は特性長さと呼ばれる材料パ

ラメータであり，本研究では圧縮側の特性長さ

は一軸実験結果との比較により 250(mm)，引張

側の特性長さは 30(mm)と仮定した。また，

),( ηxW は重み関数であり，式(2)に示す Vermeer 

2)らが提案した式を用いた。  
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ここで，δ は Dirac のデルタ関数， ),( ηα x は

shape function であり，本研究では矩形分布とし

*1 名古屋大学大学院 工学研究科社会基盤工学専攻 (正会員) 

*2 名古屋大学大学院 工学研究科社会基盤工学専攻 (正会員) 

*3 名古屋大学大学院 工学研究科社会基盤工学専攻 教授 博(工) (正会員) 

*4 名古屋大学大学院 工学研究科社会基盤工学専攻 助教授 博(工) (正会員) 

(1)

コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.2，2005

-109-



(3)

た。また，mは局所量と非局所量の割合に関係

するパラメータであり，式(3)で示すように境界

に近づくにつれて大きくなるような値を設定し

た。 
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なお，ファイバーモデルにおいては，ひずみ

は軸ひずみのみが対象となるので, 非局所化は

軸方向ひずみのみに対して行った。また，非局

所化はコンクリートに対してのみ行い，鉄筋は

通常の局所理論と同様に局所点の力学情報から

局所応力を算出するものとした。 

応力は，損傷理論に基づき式(4)より求めた。 

localnonlocal E εσ 0)1( Ω−=  

ここで，E0は初期弾性係数，Ωは 0 から 1 の値

を持つ損傷パラメータであり，単調増加関数で

ある。本研究では nonlocalΩ を非局所ひずみの関数

とし，非局所量として定義する。 nonlocalΩ は，圧

縮側の応力－非局所ひずみ関係は Saentz の式と，

引張側は式(5)に示す tension stiffning model と等

しくなるように求めた。 
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ここで， tf は引張強度， tε は最大応力時のひず

みである。なお， nonlocalΩ は圧縮，引張でそれぞ

れ独立な値を持つものとした。 
 

3. 一軸部材の繰り返し解析 

3.1 解析モデル 

コンクリートと RC の一軸部材を対象とした

繰り返し解析を行い，非局所構成則の適用性に

ついて検証した。 

 解析モデルは長さ 1250(mm)，断面 90(mm)×

90(mm)の正方形の一軸部材で，コンクリートの

圧縮強度 30(MPa)，引張強度 3(MPa)とした。RC

部材は D10 の鉄筋を一本，断面中央に配置した。

このときの鉄筋比は 0.99％である。解析は，一

次元要素を 25 要素に等分割(要素寸法 50(mm))

して行い，中央の要素の面積を 5％低下させるこ

とで局所化の起点とした。中央部分を起点とし

た理由は境界部分の問題 3)を発生させないよう

にするためである。 

3.2 解析結果 

 図－１(a)および図－２(a)にコンクリート部 
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図－１ コンクリート部材の荷重変位関係ならびにひずみ分布 

図－２ RC 部材の荷重変位関係ならびにひずみ分布 
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(c)引張ひずみ分布 
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材，RC 部材それぞれの荷重変位関係を示す。コ

ンクリート部材では，コンクリートの応力ひず

み関係に損傷理論を用いているため，除荷経路

が原点指向である。一方，RC 部材では鉄筋の塑

性化の影響を受けた荷重変位関係が得られた。 

 図－１(b) ,(c)および図－２(b), (c)に圧縮側

変位が 1.5, 3.0, 4.5(mm)，引張側変位が 0.15, 0.30, 

0.45(mm)時点での局所ひずみ分布を示す。 

圧縮ひずみ分布は,コンクリート部材,RC 部

材とも,ポストピーク領域で要素寸法とは無関

係にひずみが局所化する挙動が示されている。

その長さはおおよそ 300(mm)であり, コンクリ

ート部材，RC 部材とも同様な値になった。 

 一方，引張ひずみ分布は,コンクリート部材に

おいては,一要素でひずみが局所化しているこ

とが示された。引張側では圧縮側と異なり，要

素寸法より小さい特性長さを用いて非局所化を

行っているためであると考えられる。一方,RC

部材では設定した弱点に局所化が発生した後，

徐々に周辺の要素にひずみが分散し,局所化領

域が拡がる挙動が示された。 

 これらの結果から，圧縮側では，ひずみ分布

の拡がりが鉄筋の有無に関わらずある一定の長

さを有していることが示された。一方，引張側

ではコンクリート部材は非常に狭い範囲で局所

化が進展するが，RC 部材ではひずみの分散性を

示すことが明らかになった。これらの結果は実

現象を評価できていると考えられるため，非局

所構成則を適用した繰り返し解析が可能である

ことが示されたといえる。 

 

4. RC 橋脚部材の繰り返し解析 

4.1 解析対象および解析モデル 

解析対象とした実験は，星隈らが行った曲げ

破壊型の鉄筋コンクリート橋脚の正負交番載荷

実験 4)である。解析は,寸法の異なる 2 つの供試

体について行った。供試体概要を図－３に示す。

実験では軸方向鉄筋のフーチングからの伸び出

し量ならびに橋脚基部から高さ 520(mm)までの

断面に生じる曲率の高さ方向分布が計測されて

いる。 

解析はファイバーモデルにより断面内を40等

分割し，No.1 供試体については部材軸方向に

50(mm)，100(mm)，150(mm)，300(mm)の要素寸

法で等分割した 4 通りで，No.5 供試体について

は 100(mm)の要素寸法で行った。また，比較の

ために圧縮破壊エネルギーを考慮した応力ひず

み関係を用いた局所理論に基づく解析も同様の

要素分割数で行った。 

4.2 600×600(mm)断面の供試体(No.1 供試体) 

図－４(a),(b)に非局所構成則を適用した解

析(以後，非局所理論解析)ならびに局所理論解

析より得られた要素寸法 100(mm) と 300(mm)で

の荷重変位関係を示す。局所理論解析で，圧縮

破壊エネルギーを考慮して要素寸法に応じた応

力ひずみ関係を用いることにより，要素寸法に

よらずほぼ同様な荷重変位曲線が得られた。一

方，非局所理論解析では，唯一の応力－非局所

ひずみ関係を用いても同様な荷重変位関係を得

ることが示された。 

図－５および図－６に異なる要素寸法に対し

て正側変位 80(mm)における圧縮最外縁でのひず

みならびに曲率の高さ方向の分布を柱基部から

高さ 500(mm)の位置まで示す。局所理論解析で

は，図－５に示すように圧縮ひずみは要素寸法

が小さいほど顕著に局所化して非常に大きな値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供試体 高さh(mm) 幅b(mm) 鉄筋比(%)
No.1 3010 600 0.95
No.5 4800 1200 0.77

図－３ 供試体概要 
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を示し，要素寸法依存性が発生していることが

示された。また，曲率分布においても同様の傾

向が見られる。一方，図－６に示すように非局

所理論解析では，特性長さより短い要素寸法

50(mm)，100(mm)，150(mm)においてはほぼ同等

な分布性状を示しており，ひずみならびに曲率

の要素寸法依存性が低減されていることが分か

る。一方，要素寸法 300(mm)においては局所理

論解析とほぼ同一の分布性状となっている。こ

れは要素寸法が特性長さよりも長くなっている

ために，非局所化の影響が発現しづらいためと

考えられる。 

図－７に要素寸法 100(mm)における曲率分布

の進展を正側変位 20, 50, 80(mm)で示す。図中の

実線は非局所理論解析の，点線は局所理論解析

の結果である。局所理論解析では，曲率の高さ

方向の進展はあまりみられず，基部に最も近い

要素に集中して進展していることが示された。

一方，非局所理論解析では，柱基部から 300 (mm)

まで曲率が拡がりを持って進展していることが

示された。この結果から，非局所構成則を適用

することである長さの範囲で局所化が進展する

挙動を再現できることが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 実験値との比較による曲率の評価 

 RC 部材では，塑性ヒンジが形成され，ある領

域で局所化が集中，進展することが知られてい

る。そこで，解析によって得られた局所化領域

について実験結果との比較を行った。図－８

(a),(b)に異なる要素寸法での非局所理論解析，

局所理論解析それぞれで得られた柱基部での曲

率分布の実験値との比較を示す。図中の○は実

験値である。実験値はかぶりコンクリート剥離

時に対応する変位6δyと７δyでの曲率分布の平

均値である。なお，本解析では，軸方向鉄筋の

伸び出しを考慮していないため，実験値と同変

位で比較をすることができない。そこで，実験

結果では，6δy 時に伸び出しによる変位が占め

る割合が約 30％と報告されていたことから，6

δy から 30％減少させた時点での結果を示した。

図－８(a)に示すように非局所理論解析では要

素寸法 300(mm)では非局所化の影響が少なく一

要素のみに拡がるが，短い要素寸法においては，

要素寸法によらず拡がりが 300(mm)となり，実

験結果の範囲とほぼ同等な長さが示された。ま

た，絶対値も実験値と概ね等しいものとなった。

それに対して，図－８(b)に示す局所理論解析で 

図－５ ひずみ分布ならびに曲率分布(局所理論解析) 

図－６ ひずみ分布ならびに曲率分布(非局所理論解析)図－４ 荷重変位関係(No.1) 

 

10 20 30 40

100

200

300

400

500

0

 50(mm)
 100(mm)
 150(mm)
 300(mm)

10000 20000 30000

100

200

300

400

500

0

 50(mm)
 100(mm)
 150(mm)
 300(mm)

Strain ( μ )

H
ei

gh
t (

 m
m

  )

Curvature ( 1/mm )  (×10-5)

 

10 20 30 40

100

200

300

400

500

0

 50(mm)
 100(mm)
 150(mm)
 300(mm)

10000 20000 30000

100

200

300

400

500

0

 50(mm)
 100(mm)
 150(mm)
 300(mm)

Strain ( μ )

H
ei

gh
t (

 m
m

  )

Curvature ( 1/mm )  (×10-5)

 

-100 0 100-200

-100

0

100

200

 100(mm)
 300(mm)

Lo
ad

 ( 
kN

)

Displacement ( mm )

(b)非局所理論解析 

 

-100 0 100-200

-100

0

100

200

 100(mm)
 300(mm)

Lo
ad

 ( 
kN

)

Displacement ( mm )

(a)局所理論解析 

-112-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は，短い要素寸法では一要素で局所化が生じ，

実験結果を妥当に評価するに至っていない。し

かしながら，要素寸法 300(mm)では要素寸法と

破壊領域がほぼ等しいため，実験と概ね同様の

分布となった。このように従来の局所理論解析

でも要素寸法を適切に設定すれば評価が可能に

なると考えられる。 

4.4 1200×1200(mm)断面の供試体(No.5 供試体) 

No.1供試体より大型断面を有するNo.5供試体

での荷重変位関係および曲率分布の進展を図－

９および図－10 に示す。曲率分布の進展は正側

変位 20, 50, 80(mm)の時点を示している。図－９

より，局所理論解析，非局所理論解析とも同様

の荷重変位関係が得られた。図－10 より，No.1

供試体での結果と同様に，局所理論解析では，

曲率の高さ方向の進展は若干みられるものの基

部に最も近い要素で局所化し曲率が著しく増加

している。一方，非局所理論解析では，基部か

らおよそ 400(mm)の範囲で曲率が拡がりを持っ

て進展していることが示された。 

 次に，図－11 に曲率分布の実験値との比較を

示す。実験値はかぶりコンクリート剥離時にお

ける曲率分布で変位 9δyと 10δyでの曲率分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の平均値である。解析では，No.1 供試体と同様

に，伸び出しの影響を考慮して 30％減少させた

変位時点での解析結果を示した。図中の実線は

非局所理論解析，点線は局所理論解析の結果で

○は実験値を示している。局所理論解析では，

局所化が生じ，柱下端での曲率を過度に評価し

てしまっている。一方，非局所理論解析では，

実験値をおおむね妥当に評価し，曲率の拡がり

はおよそ 400(mm)であり，実験とほぼ同等の領

域を有していることが示された。これらのこと

より，寸法の大きな供試体に対しても非局所構

成則で同一の特性長さ( *l )を用いれば，局所化

領域の性状が評価できる可能性が示されたとい

える。 

4.5 局所理論解析による局所化性状の評価 

 非局所理論解析は局所理論解析に比べ解析が

複雑となる。そこで，一般的に用いられる局所

理論解析により便宜的に局所化性状が評価可能

であるかの検討を行った。 

局所理論解析より得られた曲率分布を平均化

し，局所化性状の実験値との比較を行った。平

均化は式(6)で示すように局所理論解析より得ら

れた曲率φ に重みをかけて行い，算出された平

図－８ 曲率分布の実験値との比較 
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均ひずみφ で局所化性状を評価することを試み

た。ここで ),( ηα x は矩形分布とした。 

 

 

 

 

また，平均化する長さは式(7)で与えられる等

価塑性ヒンジ長 5)とした。 

aLdL 05.05.0 +=  

ここで，d は有効高さ， aL はせん断スパンであ

る。式(7)より求められる等価塑性ヒンジ長は

No.1 供試体で 420(mm)，No.5 供試体で 815(mm)
である。図－12 および図－13 に No.1 供試体お

よびNo.5供試体の式(6)による平均曲率分布の実

験値との比較を示す。No.1 供試体では，曲率が

増加する領域が 250(mm)から 400(mm)程度であ

り，平均化によって要素寸法依存性が低減され

るとともに実験値と近い性状が示されている。 

一方，No.5 供試体では曲率が増加する領域は

約 500(mm)であり，こちらも実験とほぼ同等の

性状を評価することが可能になることが示され

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
5. まとめ 

 非局所構成則を適用し，RC 部材の繰り返し解

析を行い，その適用性を検討した結果，以下の

結論が得られた。 

(1) RC 一軸部材の繰り返し解析を行い，ひずみ

分布の進展が圧縮側と引張側で異なる挙動

を示すことが明らかになった。圧縮側は鉄筋

の有無に関わらずある一定の長さの局所化

領域を示し，引張側は鉄筋によるひずみの分

散性が認められた。 

(2) RC 橋脚部材の繰り返し解析を行い，非局所

構成則の適用性を検討した結果，変位および

ひずみの要素寸法依存性が低減されること

が明らかになった。また，局所化領域の大き

さおよび局所化領域内の曲率の値は比較的

大型断面に対しても実験とほぼ同等の値と

なることが示された。 

(3) 局所理論解析より得られる要素寸法依存性

が発生している曲率分布を，等価塑性ヒンジ

長で平均化することによって，実験とほぼ同

等な局所化性状を再現することが便宜的に

可能となる。 
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図－12 平均曲率分布 (No.1)

図－13 平均曲率分布 (No.5)
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